
令和６年第１回定例会２月議会

健康福祉部

福祉環境委員会

【議案関係資料】

（補正予算関係）

２月１４日提出
1



目 次

◎ 補 正 予 算 関 係

１ 原 油 価 格 高 騰 等 の 影 響 に 伴 う 指 定 管 理 者 へ の 支 援 に つ い て （ 健 康 福 祉 部 ） ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ３

２ 子 ど も ・ 女 性 ・ 障 害 者 相 談 セ ン タ ー 整 備 事 業 （ 福 祉 政 策 課 ） ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ４

３ 生 活 福 祉 資 金 等 貸 付 事 業 （ 地 域 ・ 家 庭 福 祉 課 ） ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ５

2



原油価格高騰等の影響に伴う指定管理者への支援について
健康福祉部

（ ）予算額 ３６,２８４千円 36,284○国

１ 事業目的 ＜参考：支援イメージ＞
公の施設の指定管理者に対し、原油価格高騰等により

かかり増しとなった光熱費及び燃料費（光熱費等）につ
いて、収入に占める指定管理料の割合（公費負担割合）
に応じて助成する。

２ 事業内容
（１）対 象 者 ①指定管理料制施設の指定管理者

②利用料金併用制施設の指定管理者
※市町村及び当該施設の収支が黒字の指定管理者を除く

（２）対象経費 光熱費等の収支計画からの増加分
（３）対象期間 令和５年３月から令和６年２月まで
（４）補 助 額 公費負担割合に基づき算出

３ 予算額一覧

①指定管理料制施設 （単位：千円）
予算額 所管課

1,037 障害福祉課

②利用料金併用制施設 （単位：千円）
予算額 所管課

8,340 地域・家庭福祉課

1,671

4,719

15,082

5,435 健康づくり推進課

35,247

施設名 指定管理者名

点字図書館 （福）秋田県社会福祉事業団

施設名 指定管理者名

社会福祉会館 （福）秋田県社会福祉協議会

北部老人福祉総合エリア

中央地区老人福祉総合エリア

南部老人福祉総合エリア

健康増進交流センター 河辺地域振興（株）

計（５施設）

（福）秋田県社会福祉事業団 長寿社会課

①指定管理料制施設の指定管理者

・対象期間における収支実績

補助額：対象経費10×公費負担割合100%=10

②利用料金併用制施設の指定管理者

・対象期間における収支実績

補助額：対象経費10×公費負担割合40%=4

指定管理料40 利用料金等60

指定管理料100

合計110

合計110

対象経費

支出

収入

収入

対象経費

その他70 当初30 増10

光熱費等

支出

その他70 当初30 増10

光熱費等

（公費負担割合40%）合計100

（公費負担割合100%）合計100
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子ども・女性・障害者相談センター整備事業 福祉政策課

（ ）予算額 △１０,６１９千円 △10,619○一

１ 事業目的 ＜参考＞
子ども・女性・障害者相談センター建設工事に

関し、周辺建築物等に生じた損傷に対する補償等
を行う。

県２ 実施主体

３ 事業内容
（１）工損事後調査費 △16,808千円

調査申出の一部取下げがあったこと等による
実績減

（２）工損に対する補償費 7,309千円
対象 建築物：６棟 工作物：１箇所

（３）備品購入費 △1,120千円
物置等購入の実績減

【工損調査の流れ】

○事前調査

令和元年

、 （ ）１１月 事前調査委託契約 調査 ～令和２年３月

令和３年

５月～６月 中間確認

○事後調査申出書の取りまとめ

令和５年

（ 、 ）２月～４月 申出 建築物：７棟 工作物：１箇所

○事後調査

令和５年

９月～ 事後調査委託契約、調査

１１月 調査対象者へ調査結果説明

令和６年

２月議会 補償費の予算計上

３月 補償費の支払い
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生活福祉資金貸付事業 地域・家庭福祉課

（ ）予算額 ３２２,７７８千円 322,778○諸

＜参考＞１ 事業目的
新型コロナウイルス感染症の影響により、収入 ○生活福祉資金特例貸付の状況（令和５年１２月末）

が減少した世帯の資金需要に対応するための生活 特例貸付決定額 1,054,420千円
福祉資金特例貸付が終了したことに伴い、貸付原 内 実貸付額 1,052,720千円 ※
資のうち使用されなかった額を国へ返還する。 償還免除額 484,100千円（46.0％）

償還予定額 568,620千円

※ 特例貸付決定額と実貸付額の差額1,700千円は２ 事業内容
国庫補助金返還額 322,778千円 貸付決定後に生活保護受給や死亡により貸付が

行われなかったことによる。（千円）
国庫補助
受入額 

実績額 差額

特例貸付原資 1,052,720
特例貸付事務費 81,933

1,457,431 1,134,653 322,778

  国庫補助金返還額 322,778

1,457,431 322,778
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